
４ これまでの取組の成果と達成目標 

（１）しごと改革 

（２）見える化改革 

（３）仕組み改革 
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○ 平成28年９月に開始した「イクボス宣言」や同年10月からの「20時完全退庁」、「残業削減

マラソン」など、まずは職員の意識を変える取組から実施した。 

○ その後、時差勤務の拡大やテレワークの試行など柔軟な働き方を可能とする制度を順次導入

した。 

○ 一方、平成29年２月に、都庁におけるライフ・ワーク・バランスの実現に向けた全庁的な検

討を行うため、副知事を座長とする「都庁ライフ・ワーク・バランス実現プロジェクトチー

ム」（以下「ＰＴ」という。）を設置した。 

○ ＰＴでは、職員・職場の視点から課題を掘り起こすため、全職員を対象としたアンケートを

実施した。職員からは多くの意見（改善意見5,587件）が寄せられ、それを基に、解決に向けて

検討すべき六つの課題を設定し、取り組むべき方向を整理した。 

○ 職員の意識を変える「①意識改革・組織風土改革」に取り組むとともに、働き方の制度・基

盤を変える「②執行体制の充実」、「③ＩＣＴの整備・活用」、「④人材育成・能力開発の充

実」、「⑤人事制度の改革」に取り組むことにより、個々の職員の「しごと」を変えていく。

さらには、事務の無駄など業務における課題についても解決する必要があることから、都庁の

業務そのものを変える「⑥業務改革・改善」にも取り組む。 

（１）しごと改革 （１／５） 
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これまでの取組（概要） 



○ 特に、都庁における業務プロセスの抜本的な再構築を図る都庁ＢＰＲ（ビジネス・プロセ

ス・リエンジニアリング）として、３つのレス（はんこレス（中間処理レス）・ペーパーレ

ス・キャッシュレス）を推進するとともに、３つのレスを土台とした総務事務改革に取り組む

ことにより、業務の効率化・省力化を徹底し、職員の仕事の質を高め、都民サービスの更なる

向上を目指す。この取組は、関係局が連携して取り組む必要があるため、副知事を座長とし、

制度所管局の職員等を構成員とする「都庁ＢＰＲ検討チーム」を設置し、推進することとした。 

○ その他の取組については、各局において課題解決を図ることができるものは「自律改革」と

して主体的に取り組み、人事制度など全庁的な対応が必要なものは、各制度所管局において対

応する。 

（１）しごと改革 （２／５） 

37 

これまでの取組（概要） 



（１）しごと改革 （３／５） 
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（平成29年９月６日 都政改革本部会議（第11回）資料より） 



（１）しごと改革 （４／５） 
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（平成29年９月６日 都政改革本部会議（第11回）資料より） 



（１）しごと改革 （５／５） 
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0 0 

 都庁における生産性の向上を図るため、３つのレス（はんこレス（中間処理レス）・ペーパーレス・キャッ

シュレス）の取組を推進する。また、３つのレスを土台とした中長期的な取組として、各局・部・課に重層的

に存在する総務関係事務を集約処理化やＩＣＴ技術の活用によって効率化する総務事務改革を実施していく。 

① 業務改革・業務改善 （１／１２） 
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都庁ＢＰＲの推進 

○関係局が連携して取り組むため、副知事を座長とし、

制度所管局の職員等を構成員とする「都庁ＢＰＲ検

討チーム」を設置した。 

 

＜はんこレス（中間処理レス）＞ 

○給与・旅費、人事、共済、福利厚生、会計、契約及

び物品の７カテゴリー、計846の事務について、網

羅的な点検を実施。点検においては、事務処理の流

れをフローチャートにして、紙での処理や印鑑の使

用、各階層での経由（中間処理）がどこに存在して

いるかを可視化した。 

○併せて、事務フローの他自治体との比較や業務実態

調査を実施する。 

○年度末に改革の工程表を策定する。 

 

 

 

 

＜はんこレス（中間処理レス）＞ 

○今年度実施した点検で得られた改善の方向性を

ベースに、外部委託なども活用し、他自治体や民

間での取組事例も参考にしつつ、工程表に沿って

取組を進めていく。 

○今後、集約処理組織の活用や、ＲＰＡによる作業

の自動化やＡＩを活用した効率化等の検討を進め、

具体的取組を順次実施していく。 

改革の方向性   

これまでの改革の成果 取組内容／達成目標 

（１）しごと改革 



① 業務改革・業務改善 （２／１２）
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（１）しごと改革 

0 

これまでの改革の成果 取組内容／達成目標 

＜ペーパーレス＞ 

○平成30年度から平成32年度までの３年間で達成すべ

き全庁的な目標を設定した。

  コピー用紙使用量（対28年度比）：20％削減 

  ペーパーレス会議実施率    ：90％ 

○目標達成に向けた取組を実施していく。

・ペーパーレスな仕事の仕方の推進（モニター等の

操作方法やペーパーレスに適した資料の作成・保

存方法の周知など） 

・さらなるＩＣＴ環境の充実（軽くて持ち運びやす

いＰＣ端末への更新など） 

＜キャッシュレス＞ 

○原則キャッシュレス化に向け、規定等の見直しに向

けた取組（代替手段の有効性、不正使用の防止策な

どの検討）や施設等への電子決済手段の導入に向け

た検討などを実施していく。

＜ペーパーレス＞ 

○平成29年１月からタブレットを活用した会議シス

テムの運用を開始した。

○全庁的にペーパーレス会議を推進する取組として、

平成29年10月に「ペーパーレス強化月間」を実施

した。

ペーパーレス会議実施率：68％ 

＜キャッシュレス＞ 

○都庁における現金取扱い実態を把握するため、平

成29年10月に全庁的な実態調査を実施した。

  現金による支出：約65億２千万円 

現金による収入：約66億１千800万円 

  （一般会計及び特別会計） 



① 業務改革・業務改善 （３／１２） 

（１）しごと改革 
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（平成29年９月６日 都政改革本部会議（第11回）資料より抜粋） 



① 業務改革・業務改善 （４／１２）

（１）しごと改革 
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（平成29年９月６日 都政改革本部会議（第11回）資料より抜粋） 



① 業務改革・業務改善 （５／１２） 

（１）しごと改革 
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（平成29年９月６日 都政改革本部会議（第11回）資料より抜粋） 



① 業務改革・業務改善 （６／１２）

（１）しごと改革 
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（平成29年12月26日 都政改革本部会議（第1３回）資料より抜粋） 



① 業務改革・業務改善 （７／１２） 

（１）しごと改革 
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（平成29年12月26日 都政改革本部会議（第1３回）資料より抜粋） 



① 業務改革・業務改善 （８／１２） 

（１）しごと改革 
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（平成29年12月26日 都政改革本部会議（第1３回）資料より抜粋） 



① 業務改革・業務改善 （９／１２） 

（１）しごと改革 
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（平成29年12月26日 都政改革本部会議（第1３回）資料より抜粋） 



① 業務改革・業務改善 （１０／１２）

（１）しごと改革 
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（平成29年12月26日 都政改革本部会議（第1３回）資料より抜粋） 



① 業務改革・業務改善 （１１／１２） 

（１）しごと改革 

51 

（平成29年12月26日 都政改革本部会議（第1３回）資料より抜粋） 



① 業務改革・業務改善 （１２／１２） 

（１）しごと改革 
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（平成29年12月26日 都政改革本部会議（第1３回）資料より抜粋） 



0 0 

 突発業務や業務の繁閑に応じた柔軟な人員配置（係制廃止による課内での職員の柔軟な差配、任期付職員の
活用及び前倒し採用の実施）はもとより、都庁職員のライフ・ワーク・バランスの推進に向け、病気休職や育
児短時間勤務等により一時的に不足する執行体制を確保するための人材派遣の活用など、機動的な人員配置に
向けた重層的な取組を実施していく。 

② 執行体制の充実 
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機動的な人員配置の実現 

○新たに任期付職員の７月採用（平成29年7月：34

名）を実施するとともに、前倒しによる新規採用者

の配置を11月にも実施するなど拡大（平成28年度34

名、平成29年度35名）し、年度途中の柔軟な採用を

実施することで、突発的な行政需要に応じた人員配

置を実施した。 

○病気休職者や育児短時間勤務制度利用者への対応な

ど、一時的に執行体制を確保するための人材派遣の

活用について、平成29年７月に各局への再周知を行

い、積極的な人材派遣の活用を奨励した。 

○係制廃止（平成28年度）の趣旨を踏まえ、突発業

務や業務の繁閑に応じた、課内における柔軟な人

員配置による組織運営を促進していく。 

○また、任期付職員の採用及び前倒し採用による期

中の突発業務への対応並びに人材派遣の活用によ

る病気休職者や育児短時間勤務制度利用者など一

時的に不足する執行体制の確保を実施していく。 

○とりわけ年度当初に比べ人員が不足する年度後半

については、必要に応じ前倒し採用を複数回実施

するなど、機動的な人員配置を実現していく。 

改革の方向性 

これまでの改革の成果 取組内容／達成目標 

（１）しごと改革 



0 0 

 テレワークやペーパーレスなどの推進により、職員の柔軟な働き方を実現するとともに、都庁の生産性向上

を図るため、ネットワーク環境の整備やＴＡＩＭＳ端末の更新など、必要なＩＣＴ基盤の整備を実施していく。 

③ ＩＣＴの整備・活用  
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柔軟な働き方を実現するためのＩＣＴ基盤整備 

○本庁部長級以上へタブレット端末を配備した。 

  平成29年度末現在：約700台 

○主要会議や審議会で使用可能なペーパーレス会議シ

ステムを導入した。 

  平成29年度末現在：６セット 

       （タブレット40台／セット⇒240台） 

○テレワークなどに活用可能なモバイル端末を導入し

た。 

  平成29年度末現在：約130台 

○ＴＡＩＭＳ端末を更新していく。 

 ・職員の端末更新期にあわせ、自宅やサテライ 

  トオフィスに端末を持ち運び業務ができる環境 

  を順次整備していく。 

 ・まず平成30年度末までに、本庁の管理職及び育 

  児・介護等職員約3,000人の端末を先行して更新 

  していく。   

 

改革の方向性 

これまでの改革の成果 取組内容／達成目標 

（１）しごと改革 



0 0 

 限られた職員の育成のための人事交流から、組織全体の活性化を促進するための人事交流へと目的を転換し、
職員の国際力や専門力の向上、組織的なネットワークの構築等を図るため、若手をはじめ多くの職員に派遣機
会を付与するとともに、外部人材を積極的に受け入れるなど、国内外の人事交流（他団体等への派遣・留学、
他団体等からの受入れ）を大幅に拡大する。 

④ 人材育成・能力開発の充実 （１／２） 
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ａ：人事交流の拡充 

〇国・海外大学（事務局）と次年度の派遣について協

議を行っている。 

〇海外研修（政策課題プログラム）の研修期間を最大

３か月から１か月に短縮し、研修効率を向上させる。 

 

＜国派遣先の見直し＞ 

 【平成30年度新規】２省庁（金融庁、経済産業省） 

＜海外研修の見直し＞ 

・海外大学院エグゼクティブプログラム 

 【平成30年度新規】シンガポール国立大学(１名試行) 

・政策課題プログラム 

 【平成30年度拡大】４名（平成29年度実績） 

          ⇒20名（平成30年度計画） 

○ゼネラリスト育成の過程で実施してきた国内外の

他団体等への派遣を、若手や各政策分野で専門性

を発揮する職員に拡大する。 

 最終目標：75名増（平成32年度：20名増） 

○民間・外国人材を幅広く都庁組織に受け入れる。 

 最終目標：50名増（平成32年度：35名増） 

≪取組スケジュール≫ 

【平成30年度】 人事交流指針の策定（総務局） 

        交流計画の策定（各局） 

【平成31年度～】順次実施、規模拡大 

 

＊目標値は平成29年度比 

改革の方向性 

これまでの改革の成果 取組内容／達成目標   

（１）しごと改革 

（仕組み改革としても実施） 



0 0 

 都庁職員の業務能力向上や自己啓発を促すため、職員が積極的に研修を受講できるよう、受講時の時間的・

場所的な制約を軽減し、個々のニーズに合った研修を提供するなど研修受講環境を改善していく。 

④ 人材育成・能力開発の充実 （２／２） 
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ｂ：研修受講環境の改善 

○職場で職務と並行して学習できるｅラーニングの活

用を促進した。 

 ・新たに１科目追加（コンプライアンス推進研修   

  約28,000人） 

 

○本庁舎に東京都職員研修所のサテライトルームとし

て研修会場を設けているほか、本庁舎内又は多摩地

域の他の会議室等を会場とした研修を一部実施した。 

改革の方向性 

○多忙な職員でも研修所に通いやすい環境整備を促進
していく。 
・研修所内にサテライトオフィスを設置し、緊急時
には業務に従事出来るテレワーク端末を整備 

○研修所外での研修拡大など研修会場の多様化を推進
していく。 

 ・同一内容を複数回実施する研修の会場分散化 
 ・本庁舎内サテライトルームの利用率維持・向上 

○研修資料の共有化、ｅラーニングの活用など受講形
態の多様化を推進していく。 

 ・共有可能な全研修資料のＴＡＩＭＳ掲示板掲載 
 ・新たな研修開始時のｅラーニングの活用 
 ・ニーズを踏まえた資格取得支援メニューの見直し 

これまでの改革の成果 取組内容／達成目標 

（１）しごと改革 



0 0 

 育児、介護等を抱える職員の生活と仕事の両立だけでなく、災害時や臨時・突発事態への対応を可能とする

ため、ＩＣＴを活用した、時間や場所にとらわれない柔軟な働き方・テレワークを実現していく。 

⑤ 人事制度の改革 （１／５）
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ａ：テレワークの拡大 

＜制度・運用＞ 
○平成29年４月から在宅勤務型テレワークの試行を開

始した。
・５台の端末を用いて、８月までに、出先事業所を
含む30職場において試行実施（15局・45人） 

○７月24日に「都庁テレワーク・デイ」を実施した。
・1,000人規模の職員がテレワークを体験
・一斉テレワーク、１日サテライトオフィス体験等

○９月から試行規模拡大及び運用を柔軟化した。
・新たにモデル職場（６局33部）を設定
・実施形態：終日型⇒半日型・出張併用型の試行を
開始 

○９月以降、毎月「都庁テレワーク・デイ」を実施し
た（毎月第３月曜日）。

＜制度・運用＞ 
○テレワークを都庁の標準的なワークスタイルとし、

時間と場所を弾力的に活用できる働き方を実現し
ていく。

〇テレワークに必要不可欠なＩＣＴ環境を整備して
いく。 
・職員の端末更新期にあわせ、自宅やサテライ 

トオフィスに端末を持ち運び業務ができる環境 
を順次整備 

・まず平成30年度末までに、本庁の管理職及び育 
 児・介護等職員約3,000人の端末を先行して更新 

〇テレワーク活用を拡大し、効果検証を積み重ねな
がら、職員の意識醸成、制度やＩＣＴ環境の改善
及び仕事の改革を併せて進めていく。 

改革の方向性 

これまでの改革の成果 取組内容／達成目標 

（１）しごと改革 



0 0 

 都庁職員のライフ・ワーク・バランスを推進するとともに、都庁の諸課題に的確に対応できる生産性の高い

執行体制を構築するため、柔軟で多様な働き方を可能とするフレックスタイム制・変形労働時間制を導入して

いく。 

⑤ 人事制度の改革 （２／５） 
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ｂ：フレックスタイム制・変形労働時間制の導入 

○フレックスタイム制を総務局（本庁の一部）で試行

した。（平成29年６月～８月）⇒実施者数：141人 

○フレックスタイム制の本格導入を決定した。 

 （平成30年４月から導入予定） 

 ・本庁職場（約１万人）のうち希望する職員が実施 

  可能 

 ・４週間あたり計155時間の範囲で１日の勤務時間 

  を伸び縮みさせ、育児・介護の事情に限らず週休 

  ３日も可能 

○地方公務員法において適用が除外されている「１年

単位の変形労働時間制」について、地方公務員への

導入が可能となるよう、国に対して法改正等を継続

的に提案要求した。 

○フレックスタイム制をはじめ、時差勤務制度やテ

レワークなどの柔軟で多様な働き方の選択肢が用

意され、職員個々の事情やライフスタイルに対応

できる生産性の高い執行体制を整備していく。 

○１年単位の変形労働時間制については、国に対す

る法改正要望等の活動を通じて、時代に対応でき

る新しい働き方を継続的に追求していく。 

改革の方向性 

これまでの改革の成果 取組内容／達成目標 

（１）しごと改革 



0 0 

 都庁職員のライフ・ワーク・バランスを推進するとともに、都庁の諸課題に的確に対応できる生産性の高い

執行体制を構築するため、超過勤務の縮減や長時間労働の是正により、「残業ゼロ」の職場づくりを実現して

いく。 

⑤ 人事制度の改革 （３／５）
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ｃ：超過勤務の削減・長時間労働の是正 

平成28年10月 20時完全退庁、残業削減マラソンの取組開始 

平成29年４月 「超過勤務の縮減に関する基本指針」を改訂 

 ・各職場の実態に応じた自律的な取組を推進 

５月 各職場における超勤実績や超勤縮減の取組を 

公表 

・退庁時間の見える化促進に向け、「都庁Ｋ 

Ａ・Ｅ・ＲＵタグ運動」を展開 

10月 勤務間インターバル・土日連続勤務禁止の試 

行開始、20時完全消灯日（全庁・各部署）の 

 取組開始  

11月 都庁トップによる「都庁働き方改革」宣言 

・管理職に対し、長時間労働是正をコンプラ 

イアンスの一つとして認識するよう意識改 

革を促す。 

○これまでの「残業ゼロ」に向けた取組を継続実施

していく。

○退勤時のカードリーダでの打刻徹底などの取組を

通じ、職員の労働時間を適正に把握する環境を整

備し、管理職によるマネジメントにより長時間労

働を未然に防止する。

○勤務間インターバルや連続勤務禁止の取組の本格

実施により、職員の健康確保に配慮した勤務環境

を構築していく。

改革の方向性 

これまでの改革の成果 取組内容／達成目標 

（１）しごと改革 



0 0 

 都庁職員のライフ・ワーク・バランスを推進するとともに、都庁の諸課題に的確に対応できる生産性の高い

執行体制を構築するため、育児関連の休暇制度等を拡充していく。 

⑤ 人事制度の改革 （４／５） 
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ｄ：育児関連休暇制度等の拡充 

○子どもの看護休暇の見直し（平成30年１月～） 

 健康診断・予防接種を受けさせる場合に認められる

要件につき、対象年齢を「小学校就学前」から「中

学校就学前」まで拡大した。 

 

○育児参加休暇の見直し（平成30年１月～） 

 配偶者の出産予定日前から本休暇が取得できる対象

となる「上の子」の要件につき、「小学校就学前」

から「中学校就学前」まで拡大した。 

 

○時間休の上限見直し（平成30年４月～） 

 現行５日を上限とする時間休につき、上限を撤廃す

る。 

○フレックスタイム制やテレワークといった柔軟な

働き方も駆使しながら、年次有給休暇や、男性職

員の育児休業を始めとした育児・介護関連の休

暇・休業などの取得促進等を通じて、育児・介護

等と仕事を両立できる職場づくりを推進していく。 

 

○男性職員の育児休業取得率の目標を設定していく。 

 

○職員のライフ・ワーク・バランス推進や、生産性

の高い執行体制構築に向け、必要な制度見直しを

実施していく。 

改革の方向性 

これまでの改革の成果 取組内容／達成目標 

（１）しごと改革 



0 0 

 昇任選考の受験時期は、育児などのライフイベントと重なることが多いことから、管理職選考において、職

員のライフスタイルに合わせた受験機会の拡充を実施していく。 

⑤ 人事制度の改革 （５／５） 
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ｅ：昇任選考制度の柔軟な運用 

○管理職選考Ａにおいて、育児休業を取得中の職員を

含めて一部の科目のみの受験が可能となるよう制度

改正した。 

＜改革前＞ 

・受験に必要な在職期間の算定において育児休業期間

は控除しない、択一試験が一定の基準に達した場合

に３年間は受験免除とするなどの対応を行ってきた。 

＜改革後＞ 

・現状の対応に加え、育児休業を取得中の職員を含め

て、一部の科目（事務系は択一、技術系は択一又は

記述）の受験を可能とする。 

 

○性別を問わず、意欲と能力のある職員が活躍でき

る環境を整備していく。 

 

○平成32年には「東京都職員ライフ・ワーク・バラ

ンス推進プラン」に掲げる行政系の管理職に占め

る女性割合20％を達成していく。 

 

○平成37年には行政系の管理職に占める女性割合を

25％に向上させていくことを目指す。 

 

改革の方向性 

これまでの改革の成果 取組内容／達成目標 

（１）しごと改革 



0 0 

 都庁における新しい働き方（ワークスタイル）の確立に向け、無駄・過剰品質な資料の削減や会議の効率化、

テレワークの活用等を通じ、超過勤務の縮減、ライフ・ワーク・バランスの一層の実現を目指す観点で、職員

の日々の業務における行動指針を策定していく。 

⑥ 意識改革・組織風土改革 （１／２）
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ａ：新しい働き方（ワークスタイル）の確立に向けた行動指針の策定 

○年度内に新しい働き方（ワークスタイル）の確立に

向けた行動指針を策定する。

○新たな行動指針について全庁展開（周知・徹底）

していく。

改革の方向性 

これまでの改革の成果 取組内容／達成目標 

（１）しごと改革 



0 0 

 管理職のマネジメント力向上や意識改革を図り、効率的な仕事の進め方や残業ゼロに向けた組織風土改革を

推進するため、「３６０度フィードバック（マネジメント・レビュー）」を実施していく。 

⑥ 意識改革・組織風土改革 （２／２） 
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ｂ： ３６０度フィードバック（マネジメント・レビュー）の導入 

○本庁の課長級職員を対象に制度を導入した。 

 ＜概要＞ 

・対象者の姿勢や行動について、部下や同僚（同一

部内の課長級職員）を回答者として、匿名による

アンケートを実施 

・アンケート結果について、上司から面談等を通じ

て対象者本人へフィードバックすることで、気付

きを通じた行動改善を促し、更なる組織活性化に

つなげる。 

 ＜運用状況＞ 

 ・平成29年12月 職員による回答実施 

 ・平成30年 3月 上司によるフィードバックの実施 

○平成29年度の実施状況を踏まえ、出先事業所への

導入や部長級への対象拡大を検討していく。 

 ＜平成30年度以降＞ 

 ・平成29年度・30年度の実施結果を分析・検証 

 ・平成31年度以降の対象拡大 

改革の方向性 

これまでの改革の成果 取組内容／達成目標 

（１）しごと改革 




